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参考資料 1 
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医療分（一般） 
 
県全体の医療費（保険給付費見込額）を推計し、 

県全体の保険給付費見込額【約 505 億円】 

 

県へ入る公費などを控除し納付金算定基礎額を求める 

県へ入る公費など 

（国庫負担金、県繰入金、前期高齢者交付金等） 

【約 393 億 6千万円】 

納付金算定基礎額 

【約 111 億 4 千万円】 

 

 
 

◆浜田市の事業費納付金額（医療分・一般） 
 
  

事業費納付金（医療分・一般）  
 
出産育児一時金 

葬祭費 

保健事業 等 

 
一般被保険者の保険給付費 

（療養給付費・療養費・高額療養費・ 

高額介護合算療養費・移送費・審査支払手数料） 

＜応能部分＞ 

0.8752978756628 (※) 

（47％） 

＜応益部分＞ 

1 

（53％） 

浜田市に直接入る公費 

（浜田市の特別事情や実績に 

応じて交付される公費） 
保険料で集める額 

保険給付費等交付金 
（普通交付金の一般被保険者分） 

※全国を 1とした場合の島根県の所得水準＝ 0.8752978756628（数値は本係数のもの） 
   
◆事業費納付金額及び保険料で集める額 

 事業費納付金 納付金対象外経費 
 浜田市に直接 

入る公費 
保険料で集める額 

 見込 

収納率 
調整後の必要保険料額 

医 療 分 920,329,308 円 129,213,000 円 ＝ 399,322,873 円 650,219,435 円＝       

     軽減額 130,288,010円    

     ＋519,931,425 円 → 97.32％ 534,249,306 円（一般） 

 

所得水準に応じた按分 被保険者数・世帯数に応じた按分 

（歳
出
） 

（歳
入
） 

医療費 

水準を 

反映 

A 市納付金 

C 市納付金 

B 市納付金 

各市町村の医療費水準・所得水準等に 

基づき按分する 
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国保事業費納付金及び必要保険料額の積算フロー（医療分・一般） 
 

標準保険料率 令和4年度 令和4年度 増減額

基礎F 算定ベース（本係数） 当初予算計上額 保険料所要額積算 （積算額－当初予算額）

(d) 920,329,308 909,625,000 920,329,308 10,704,308 決定通知額のとおり

保健事業費 43 ＋ 21,771,803 13,361,000 13,361,000 0 

直診勘定操出金 44 ＋ 30,664,000 30,619,000 30,619,000 0 令和2年度交付実績額と同額

出産育児諸費 45 ＋ 7,143,570 7,984,000 7,984,000 0 予算と同額を計上

葬祭諸費 46 ＋ 2,970,000 3,450,000 3,450,000 0 予算と同額を計上

育児諸費 47 ＋ 0 0 0 0 なし

その他保険給付 48 ＋ 0 0 0 0 なし

条例減免に要する費用(保険料分) 49 ＋ 2,604,447 0 0 0 減免分は当初予算計上していない

条例減免に要する費用(一部負担金分) 50 ＋ 0 0 0 0 なし

医療費適正化対策費用 51 ＋ 0 7,467,000 7,467,000 0 予算と同額を計上　（細事業「医療費適正化事業」）

特定健康診査等に要する費用 52 ＋ 58,189,000 57,078,000 57,078,000 0 予算と同額を計上　（目「特定健康診査等事業費」）

その他基金（返済分） 61 ＋ 0 0 0 0 なし

その他基金（積立分） 62 ＋ 0 0 0 0 なし

総務管理費（保険料転嫁分） ＋ 7,914,000 7,914,000 0 予算と同額を計上

共同事業拠出金（事務費拠出金） ＋ 2,000 2,000 0 予算と同額を計上

一時借入金利子 ＋ 1,000 1,000 0 予算と同額を計上

予備費（保険料転嫁分） ＋ 0 0 0 予備費の財源は国保基金のため0

その他の支出（保険料転嫁分） ＋ 1,337,000 1,337,000 0 レセプト点検事業＋レセプト電算処理手数料

加算額合計 【1】 123,342,820 129,213,000 129,213,000 0 

保険者支援制度（医療分） 24 － 73,769,457 72,676,000 66,062,873 ▲6,613,127 

算定可能な特別調整交付金 － 114,967,000 124,813,000 111,269,000 ▲13,544,000 現時点の見込み額を計上　（特別調整交付金分（市町村向け））

算定可能な県繰入金 － 44,425,613 44,132,000 44,132,000 0 予算と同額を計上　（県繰入金（2号分））

保険者努力支援制度 27 － 21,730,000 21,797,000 26,686,000 4,889,000 予算と同額を計上　（保険者努力支援分）

特定健康診査等負担金 28 － 16,370,964 16,306,000 16,306,000 0 予算と同額を計上　（特定健康診査負担金）

激変緩和分（県繰入金の一部） － 0 0 0 0 なし

過年度の保険料収納見込額 29 － 25,493,910 12,592,000 12,592,000 0 当初予算計上時の試算額

出産育児一時金繰入金 30 － 4,760,000 5,320,000 5,320,000 0 予算と同額を計上（一時金給付見込額の2/3）

財政安定化支援事業（負担能力） 31 － 70,088,000 70,088,000 70,088,000 0 予算と同額を計上

財政安定化支援事業（過剰病床） 32 － 0 0 0 0 予算と同額を計上

財政安定化支援事業（年齢構成差） 33 － 22,432,000 22,432,000 22,432,000 0 予算と同額を計上

一般会計繰入金（地単カット分） － 22,634,772 22,831,000 22,831,000 0 予算と同額を計上（県分と市分の合計）

その他に見込む交付金等収入 － 1,604,000 1,604,000 0 予算額と同額を計上

減算額合計 【2】 416,671,716 414,591,000 399,322,873 ▲15,268,127 

軽減前保険料収納必要額（(d)＋①－②） (e) 627,000,412 624,247,000 650,219,435 25,972,435 

収納率 (s) 96.84% 97.32% 97.32% 0.00ﾎﾟｲﾝﾄ 収納率は予算ベースとする

軽減前保険料調定見込額（(e)÷(s)） (e´) 647,460,153 641,437,526 668,125,190 26,687,664 

保険料軽減見込額（医療分） 34 【3】 133,308,554 142,244,000 130,288,010 ▲11,955,990 

軽減後保険料収納必要額（(e)－③） (f) 493,691,858 482,003,000 519,931,425 37,928,425 

8,996人 9,026人 30人 

53,580円 57,604円 4,024円 

55,055円 59,190円 4,135円 

495,276,408円 534,249,306円 38,972,899円 

１人あたり保険料（収納率勘案前）(f)/(n)    

１人あたり保険料（収納率勘案後）(f)/(n)/(s)

医療分必要保険料額（収納率勘案後(f)/(s)）  

科　　　　目 備　　　　考

事業費納付金額（一般・医療分）

事
業
費
納
付
金
に
加
算
す
る
項
目

事
業
費
納
付
金
か
ら
減
算
す
る
項
目

一般被保険者見込数(n)        



 

- 3 - 

 

支援金分（一般） 
 
県全体の後期高齢者支援金を推計し、 

県全体の後期高齢者支援金見込額【約 73 億 4 千万円】 

 
県へ入る公費（国庫負担金等）を控除し納付金算定基礎額を求め、 

県へ入る公費など 

（国庫負担金、県繰入金等） 

【約 37 億 4千万円】 

納付金算定基礎額 

【約 36 億円】 

 

 
 

◆浜田市の事業費納付金額（支援金分・一般） 
 
  

事業費納付金（支援金分・一般） 

＜応能部分＞ 

0.8849539080122 (※) 

（47％） 

＜応益部分＞ 

1 

（53％） 

浜田市に直接入る公費 

（保険基盤安定負担金の 

保険者支援分） 
保険料で集める額 

※全国を 1とした場合の島根県の所得水準＝ 0.8849539080122（数値は本係数のもの） 
    
◆事業費納付金額及び保険料で集める額 

 事業費納付金 
 浜田市に直接 

入る公費 
保険料で集める額 

 見込 

収納率 
調整後の必要保険料額 

支援金分 263,480,006 円 ＝ 26,318,109 円 237,161,897 円＝    

    軽減額 43,180,450円    

    ＋193,981,447 円 → 97.32％ 199,323,312 円（一般） 
 

 所得水準に応じた按分 被保険者数・世帯数に応じた按分 

（歳
出
） 

（歳
入
） 

C 市納付金 

B 市納付金 

各市町村の所得水準等に基づき按分する 
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国保事業費納付金及び必要保険料額の積算フロー（支援金分・一般） 

 

  

標準保険料率 令和4年度 令和4年度 増減額

基礎F 算定ベース（本係数） 当初予算計上額 保険料所要額積算 （積算額－当初予算額）

(d) 263,480,006 266,814,000 263,480,006 ▲3,333,994 決定通知額のとおり

条例減免に要する費用 ＋ 861,000 0 0 0 減免分は当初予算計上していない

その他の支出（保険料転嫁分） ＋ 0 0 0 

加算額合計 【1】 861,000 0 0 0 

保険者支援制度（支援金分） 25 － 24,395,070 24,361,000 22,150,109 ▲2,210,891 

過年度の保険料収納見込額 － 4,168,000 4,168,000 0 当初予算計上時の試算額

その他に見込む交付金等収入 － 0 0 0 なし

減算額合計 【2】 24,395,070 28,529,000 26,318,109 ▲2,210,891 

軽減前保険料収納必要額（(d)＋①－②） (e) 239,945,936 238,285,000 237,161,897 ▲1,123,103 

収納率 (s) 96.84% 97.32% 97.32% 0.00ﾎﾟｲﾝﾄ 収納率は予算ベースとする

軽減前保険料調定見込額（(e)÷(s)） (e´) 247,775,646 244,846,897 243,692,866 ▲1,154,031 

保険料軽減見込額（支援金分） 35 【3】 50,683,420 46,759,000 43,180,450 ▲3,578,550 

軽減後保険料収納必要額（(e)－③） (f) 189,262,516 191,526,000 193,981,447 2,455,447 

8,996人 9,026人 30人 

21,290円 21,491円 201円 

21,876円 22,083円 207円 

196,800,247円 199,323,312円 2,523,065円 

加
算
項
目

減
算
項
目

一般被保険者見込数(n)        

１人あたり保険料（収納率勘案前）(f)/(n)    

１人あたり保険料（収納率勘案後）(f)/(n)/(s)

支援金分必要保険料額（収納率勘案後(f)/(s)）  

科　　　　目 備　　　　考

事業費納付金額（一般・支援金分）



 

- 5 - 

 

 

介護分 
 
県全体の介護納付金を推計し、 

県全体の介護納付金見込額【約 21 億 4 千万円】 

 

県へ入る公費（国庫負担金等）を控除し納付金算定基礎額を求め、 

県へ入る公費など 

（国庫負担金、県繰入金等） 

【約 11 億円】 

納付金算定基礎額 

【約 10 億 4千万円】 

 

 
 

◆浜田市の事業費納付金額（介護分） 
 
  

事業費納付金（介護分） 

＜応能部分＞ 

0.9065434581246 (※) 

（48％） 

＜応益部分＞ 

1 

（52％） 

浜田市に直接入る公費 

（保険基盤安定負担金の 

保険者支援分） 
保険料で集める額 

※全国を 1とした場合の島根県の所得水準＝ 0.9065434581246（数値は本係数のもの） 
    
◆事業費納付金額及び保険料で集める額 

 事業費納付金 
 浜田市に直接 

入る公費 
保険料で集める額 

 見込 

収納率 
調整後の必要保険料額 

介 護 分 70,671,989 円 ＝ 6,976,116 円 63,695,873 円＝    

    軽減額 9,354,280円    

    ＋54,341,593 円 → 97.32％ 55,838,053 円（一般） 
 

 所得水準に応じた按分 被保険者数・世帯数に応じた按分 

（歳
出
） 

（歳
入
） 

各市町村の所得水準等に基づき按分する 

A 市納付金 

C 市納付金 

B 市納付金 
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国保事業費納付金及び必要保険料額の積算フロー（介護分・一般） 

 

 

 

 

標準保険料率 令和4年度 令和4年度 増減額

基礎F 算定ベース（本係数） 当初予算計上額 保険料所要額積算 （積算額－当初予算額）

(d) 70,671,989 67,645,000 70,671,989 3,026,989 一般＋退職分決定通知額のとおり

基盤安定繰入金（介護分退職） ＋ 0 0 0 0 

条例減免に要する費用 ＋ 268,000 0 0 減免分は当初予算計上していない

その他の支出（保険料転嫁分） ＋ 0 0 0 なし

加算額合計 【1】 268,000 0 0 0 

保険者支援制度（介護分） 26 － 6,474,551 5,733,000 4,577,116 ▲1,155,884 

過年度の保険料収納見込額 － 2,399,000 2,399,000 0 当初予算計上時の試算額

その他に見込む交付金等収入 － 0 0 0 なし

減算額合計 【2】 6,474,551 8,132,000 6,976,116 ▲1,155,884 

軽減前保険料収納必要額（(d)＋①－②） (e) 64,465,438 59,513,000 63,695,873 4,182,873 

収納率 (s) 96.85% 97.32% 97.32% 0.00ﾎﾟｲﾝﾄ 収納率は予算ベースとする

軽減前保険料調定見込額（(e)÷(s)） (e´) 66,562,146 61,151,870 65,449,931 4,298,061 

保険料軽減見込額（介護分） 36 【3】 12,336,443 11,289,000 9,354,280 ▲1,934,720 

軽減後保険料収納必要額（(e)－③） (f) 52,128,995 48,224,000 54,341,593 6,117,593 

2,331人 2,334人 3人 

20,688円 23,283円 2,595円 

21,258円 23,924円 2,666円 

49,551,993円 55,838,053円 6,286,059円 

１人あたり保険料（収納率勘案前）(f)/(n)    

１人あたり保険料（収納率勘案後）(f)/(n)/(s)

医療分必要保険料額（収納率勘案後(f)/(s)）  

科　　　　目 備　　　　考

事業費納付金額（介護分）

加
算
項
目

減
算
項
目

介護2号被保険者見込数 (n)        


